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要旨：日本の農村地域は国全体の高齢化を２０年ほど先取りして既に超高齢社会になっている。したがって、２１
世紀の日本の高齢化社会のなかで、農村地域における高齢者の生活が維持できるかどうかは、深刻な問題と
なっている。こうした状況のなかで、２０００年４月に介護保険制度が施行された。社会保険公式の導入、「措置」
から「契約」の移行、民間事業者の参入などにより日本の高齢者福祉システムは大きく変化してきた。それ
は、介護サービス利用者が多様なサービスを選択し、利用できるようになったことである。このような制度の
もと、山形県最上郡戸沢村と長野県小県郡旧真田町（現在の上田市真田町）での事例を通して、本稿の目的
は、（１）農村・農家での要介護高齢者への家族介護について、（２）高齢者介護と農業生産との相互の関係
性、（３）介護サービス利用後の高齢者生活の変化等、三つの点を明らかにすることである。さらに、その分
析を踏まえたうえで、介護保険制度の導入によって発生する問題を検討するとともに、農村地域における要介
護高齢者と主介護者の生活の質を高めるための課題を探ることである。
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はじめに
日本では、２０１６年９月に総人口に対する高齢者の割合
は２９.６％を達している。すなわち、超高齢化社会という
深刻な高齢化問題の様相を示している。とりわけ農村地
域は国全体の高齢化を２０年ほど先取りしており、既に超
高齢社会を経験している。したがって、農村地域の高齢
者がその家族や地域社会の中で安定した生活を維持でき
るかどうかは、２１世紀の日本の高齢化社会のなかで大き
な問題だと言われている（奥山、２００５）。
こうした農山村を含めた農村社会の高齢化の進行状況
を詳しく検討すれば、人口高齢化の動向をみると、（１）
総人口に占める６５歳以上の高齢者人口、（２）農家人口
に占める６５歳以上の高齢者人口、（３）農業就業人口に
占める６５歳以上の高齢者人口、といった三つの指標が挙
げられる（奥山、２００５）。内閣府の高齢者白書によれ
ば、（１）日本の総人口は１２,７１１万人、うち６５歳以上の
高齢者人口は過去最高の３,３９２万人となり、総人口に占
める割合（高齢化率）は２６.７％と過去最高となった（２０１５
年１０月１日現在）。そして、農林水産省統計部による
と、（２）農家人口に占める高齢者割合は、２０１０年、２０１３
年、２０１５年の３時点では、それぞれ３４.３％、３６.１％、
３８.６％となっている。さらに、（３）農業就業人口に占
める６５歳以上の割合は、それぞれ６１.６％、６１.８％、６３.５％
となっている。また、基幹的農業従事者の割合は６１.１％、
６１.３％、６４.５％と年々増加し、今や農業就業者の２人に
１人は高齢者という状況になっている。その要因は、後
継ぎの世代である若年労働者が出稼ぎで都市地域に流出
したり、農家に留まっているとしても兼業をしているこ
とに由来している（奥山、２００５）。
ところで、農業には定年制度の問題がない。労働能力
がある限り一生涯就労が可能であるため、農業には高齢
化に伴う失業問題や雇用問題は存在しない。その意味で
は、農家・農村の高齢者は生きがい就労や福祉的な就労
と深く結びついている（奥山、１９９６）。しかし、大都市
地域だけでなく、農村地域でも寝たきりや認知症などを
有している高齢者が増加し、家庭での介護が困難な状況
になりつつある。
こうした状況の中で、２０００年４月に介護保険制度が施
行された。これにより日本の高齢者福祉システムは大き
く変化した。それまでの介護サービスは行政側がサービ
ス提供内容を決定するという制度であった。しかし、介
護保険制度の下では、介護サービス利用者がサービス提
供者の中から選択して契約できることになった。いわゆ
る「措置」から「契約」への移行である。本稿の調査研
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究の目的は、このような制度下における日本の農村・農
家で要介護高齢者への家族介護がどのように行われ、高
齢者介護と農業生産はお互いにどのように影響し、高齢
者の生活がどのように変化し、またそこでどんな問題が
発生しているかを明らかにすることである。
ところで、発展途上国のベトナムでは、統計局による
と、日本と同様、２０１７年に高齢化率が１０％達すると推計
され（２０１０年）、既に高齢化社会になったと言われてい
るが、介護保険という制度は現状ではまだ施行されてい
ない。そこで、日本の高齢化、介護保険制度、および農
村における高齢者介護についての調査研究を行うこと
は、今後ベトナムにおいて生じつつある高齢者介護問題
を解決するためにいろいろな示唆を得ることができ、極
めて有効であると考えられる。
1．調査目的
２０００年の介護保険制度の導入は、在宅介護サービスが
それまでの措置によって計画的に供給する方式であった
ものから、事業者と利用者間の契約による市場取引に
よって供給する方式へと切換わった。そこでは、介護
サービスの供給システムの多元化や市場原理が導入さ
れ、高齢者福祉施設は機能的に変化し、介護サービスの
数や一人当たりのサービスの利用費用などにも様々な変
化がもたらされた。特に、健康保険組合連合会が行った
介護保険の地域間格差の要因についての研究では、介護
保険給付費に大きな地域間格差が生じていることが明ら
かになっている（中井清美、２００３、奥山正司、２００５）。
そこでは、高齢者人口一人当たりの在宅サービスおよび
施設サービス費用は、「在宅大・施設大」「在宅小・施設
大」「在宅小・施設小」「在宅大・施設小」の４つの象限
に分けられている（奥山、２００５）。今回、調査対象とし
ている戸沢村を含む山形県は「在宅小・施設小」、真田
町を含む長野県は「在宅大・施設小」に属している。
こうした点を踏まえながら、山形県最上郡戸沢村と長
野県小県郡旧真田町（以下上田市真田町とする）を事例
としてとらえることにし、以下の基本的な調査研究視点
と地域の高齢者保健福祉、特に地域包括ケアシステムを
検討したうえで、事例を分析することにした。
まず、調査研究視点の一つ目は、日本の農村地域の家
族構成および家族内や近隣との人間関係を探ることであ
る。特に、現代の日本では、直系長子相続を軸として３
世代にわたる拡大家族の形態をとり、妻と夫、親と子、
男子と女子、嫁と舅・姑の要素から成立つ「直系家族」
から「核家族」への移行によって、農村地域における家
族構成と家族内の人間関係がどのように変化しているの
かを明らかにする。
二つ目は、農村地域における高齢者の家族介護の実態
および介護ニーズを把握し、農村における介護サービス
の利用状況を探ることである。特に現在実施されている
介護保険制度の導入によって、戸沢村と真田町における
介護保険のサービス利用の相違を考察するために、事例
をはじめとし、高齢者保健福祉施設の職員や介護支援専
門員（以下ケアマネージャーという）による具体的な実
態を明らかにする。
三つ目は、現地の事例から要介護者がいる農家の農業
経営や兼業労働を取り上げ、高齢者介護に関する家族介
護の役割分担とその農業経営への影響を考察することで
ある。
四つ目は、介護保険制度の導入が、農家の家族介護問
題および要介護高齢者の生活に対してどのような影響を
もたらすのかを把握することである。
以上の分析を踏まえたうえ、介護保険制度の導入に
よって発生している問題について検討するとともに、日
本の農村地域における要介護高齢者と主介護者の生活の
質を高めるための課題を探ることにする。
2．調査対象地域
本調査研究では、山形県最上郡戸沢村を調査対象地域
として取り上げた。また、その地域の特徴を引き出すた
めに、比較対照地域として長野県上田市真田町を選定し
た。
（１）山形県最上郡戸沢村
戸沢村は山形県北部・最上地方に位置し、東西は約１８
km、南北に２３kmの地域で東南には新庄市と大蔵村、北
は鮭川村、西は庄内地方の立川町と松山町に接してい
る。山形県を南北に貫く出羽丘陵の山々と、新庄盆地縁
辺の平坦地から戸沢村の地形は形成されている。村のほ
ぼ中央を、日本三大急流の一つである最上川が東西に貫
き、庄内地方を経て日本海に注いでいる。集落のまわり
は標高３０m～５００mの高原地帯にあり、四方を山々に囲
まれた典型的な農山村地域である１）。２０１６年４月１日の
統計によると、村の総面積２６１.３１km２における森林率は
８５％に達し、農用地はわずか７％にすぎない２）。
現在の戸沢村が誕生したのは「昭和の大合併」の時
期、１９５５年４月１日である。１９５３年政府は合併促進法を
制定し、これを受け山形県は町村の適正規模を人口８,０００
人以上とする指針をまとめた。現在の形に至るまでに
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は、５カ村合併案（角川村・古口村・旧戸沢村・大蔵
村・八向村）の破綻や３カ村合併案（角川村・古口村・
旧戸沢村）に対する反対運動もあった３）が、角川村・古
口村・旧戸沢村が合併して、２０１５年で６０周年を迎えた。
戸沢村の周辺の空港は庄内空港と山形空港がある。新
庄駅の JR東日本旅客鉄道とは陸羽西線の古口駅と津谷
駅で周辺が結ばれている。また、最上川交通のバスと戸
沢村営バスが走っている。国道４７号のほか、山形県道３４
号新庄・戸沢線、５７号戸沢・大蔵線、５８号新庄・鮭川戸
沢線がある。
村の人口動態をみると、１９６５（昭和４０）年までは１万
人を超えていたが、年々減少し、２０１６年 ４月１日現在
の人口は４,９２５人（男２,３５９人、女２,５６６人）である（表
１）。そのうち６５歳以上の人口は１,７４５人で、高齢化率は
３５％（男３０.１％、女３９％）と過疎化が進行している。
その一方で、世帯数は大幅な減少がみられず、逆に増加
する年もあるため、少人数世帯の増加、核家族化が進ん
でいることが示唆される。２０１６年の世帯数は１,６５４世帯
で、うち高齢者の一人暮らし世帯が１３１世帯、高齢夫婦
世帯が１３３世帯となっている。
また、戸沢村役場健康福祉課の介護支援専門員による
と、２０１６年４月１日の介護状況は介護認定者数が３６０人
で、６５歳以上で生活保護受給者が２２人、うち８人が特別
養護老人ホームに入所中であり、５人が介護保険の在宅
サービスを利用し、その他の高齢者はまだ健康である。
村の産業別人口についてみると、２０１０（平成２２）年の
国勢調査によれば、産業別の内訳は第一次産業７７２人、
第二次産業９０７人、第三次産業１,１２４人である。２０１６（平
成２７）年の農林業センサスによると、戸沢村は山間農業
地域に分類され、総農家数４１４戸、そのうち専業農家５６
戸、第１種兼業農家７５戸、第２種兼業農家２０７戸であ
り、その他は委託している農家が多い。村の主な産業は
稲作を中心とした農業と「最上川舟下り」といった観光
業である。
戸沢村の農業形態は水田稲作の地帯であり、５月末の
田植え期と９月末の収穫期が農繁期であり、典型的な集
約型農業地域である。他に、野菜とそば作り（稲の減
反）が盛んで、そばの収穫期は稲の収穫期直後の１０月で
ある。また、戸沢村は豪雪地帯であるため冬期間除雪と
いう作業がある。
以上のような特徴とともに、山形県最上郡戸沢村を選
定した主な理由は次の三つである。
第１に、山形県の農村は東日本で最も高齢化率の高い
地域であると同時に、長寿化と産業空洞化や地域過疎化
とが並行している地域である。高齢者のいる世帯の割合
が全国２位（第１位は秋田県）であり、多世代同居率は
全国で最も高い。国勢調査によれば、２０１０年１０月１日現
在山形県の６５歳以上の高齢者のいる世帯の割合は５２.９％
を示し、うち戸沢村は７５.０％となっている。さらに、県
の３世代同居率は２１.５％と全国平均（７.１％）をはるかに
超え、うち戸沢村は３８.５％と、県内の中では３位になっ
ている。したがって、一人暮らし高齢者世帯の割合は
６.７％と、逆に山形県の平均（１０.１％）より低くなってい
るからである（山形県健康福祉部健康長寿推進課、
２０１５）。
第２に、戸沢村は介護保険制度が想定していた都市的
地域の対極にある中山間地帯の農村だからである。
第３に、戸沢村は「国民健康保険発祥の地」として知
られているが、その後、社会保障制度は著しく進展をみ
せ、特に国保の拡充は重大性を帯び、幸福はまず健康か
らの感を深くしている４）。国保の精神ともいえる「共
助」の考え方は、現在村の教育方針「共に学び、共に育
つ＝共育」と、村の基本理念「共生＝人が人を互いに育
て合い、人と自然が互いに育て合う、思いやりや慈しみ
に富む優しい村を作ろう」に生かされているからであ
る。
（２）長野県上田市真田町
旧真田町（以下真田町とする）は長野県東部（東信地
域）の小県郡に存在していた町で、２００６（平成１８）年３
月６日に、上田市、小県郡丸子町、武石村が上田市へと
編入された町である。真田町の総面積１８１.９０km２におけ
る森林率は８１％に達し、農用地はわずか１０％にすぎな
い。真田町は東西約１９.６km、南北約１７.２kmの逆台形型
表１ 戸沢村の１９６５年以後の人口と世帯数
（人、世帯）
年 １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２００９ ２０１６
総人口 １０,０４５ ８,８７６ ８,１３１ ７,８１５ ７,４９５ ７,３５８ ６,９９０ ６,６８８ ６,２０２ ５,８２０ ４,９２５
世帯数 １,８２１ １,７５０ １,７０８ １,６７１ １,６７６ １,６９９ １,６７８ １,６９４ １,６６７ １,６６４ １,６５４
（１９６５～１９８０年までは同年４月１日現在、以後は同４月末現在）
出典：広報「とざわ」各号
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をしており、上田市はもちろんのこと、東御市、長野
市、須坂市、千曲市、坂城町、群馬県の嬬恋村と隣接し
ている。
交通については、真田町は上田市を経由してアクセス
するのが一般的である。長野市から長野県道３５号長野真
田線で峠を越えて行くこともでき、上田市の上田駅と路
線バスにより結ばれている。また、北部を国道４０６号が
南部を国道１４４号が走っている。町域の約８１％が山林原
野で人家や耕地は役場周辺のわずかな平地に集中してい
る。菅平高原は国有数の高冷地で高原野菜の産地である
ほか、ラクビー・スキーなどのスポーツ・レジャーの
メッカとして古くから知られている。
真田町の人口動態についてみると、２０１６年４月１日現
在の総人口は１０,４９３人（男５,１８１人、女５,３２１人）であ
る。そのうち６５歳以上の人口は３,２７８人で、高齢化率は
３１.２４％と占めている。高齢者世帯数は５６９世帯であり、
そのうち独居高齢者世帯は２９６世帯である。
真田町のケアマネージャーの Kさんによると、２０１６
年３月３１日現在の介護認定者数は６２３人であり、そのう
ち一人暮らし世帯の割合は１２.１５％、家族と同居・その
他は８７.８５％と示している。戸沢村よりも一人暮らし世
帯の割合は２倍の高さを示している。
２０１０年の国勢調査によると、真田町の産業別就業人口
の内訳は第一次産業８３２人（うち農業８０２人）、第二次産
業１,５４５人、第三次産業２,９２２人となっている。さらに、
総農家数は１,０１０戸、内訳に専業農家１１４戸、第１種兼業
農家６４戸、第２種兼業農家１４５戸であり、その他は委託
している農家が多い。菅平高原は標高１,０００メートルを
越える高地の冷涼な気候で育てられるレタスを中心とし
た高原野菜の産地でもある。地元・JA信州うえだ菅平
支所管内では栽培されるレタスの面積は１６０haほどであ
る。ここでのレタスの栽培は３月の末から暑さが続く９
表２ 戸沢村と真田町の概要
戸沢村 真田町
面積 ２６１.３１km２、森林２２３.２１km２（８５％）、農用地１８.３km２
（７％）
１８１.９０km２、森林１４７.４５km２（８１％）、農用地１８.２９km２
（１０％）
位置 山形県の北部・最上地方に位置し、東西は約１８km、南
北に２３km。戸沢村が誕生したのは「昭和の大合併」の
時期、１９５５年４月１日であり、３カ村合併（角川村・古
口村・旧戸沢村）で形成された。
長野県東部（東信）の小県郡に存在した町で、東西約
１９.６km、南北約１７.２kmの逆台形型をしている。２００６年
（平成１８年）３月６日に、上田市、小県郡丸子町、武石
村と合併し、新しい上田市の一部となった。
隣接 東南には新庄市と大蔵村、北は鮭川村、西は庄内地方の
立川町と松山町に接している。
上田市、東御市、長野市、須坂市、千曲市、坂城町、群
馬県 嬬恋村と隣接している。
交通 戸沢村の周辺の空港は庄内空港と山形空港がある。新庄
駅の JR東日本旅客鉄道と陸羽西線で周辺と結ばれてい
る。最上川交通のバスと戸沢村営バスが走っている。国
道４７号のほか、山形県道３４号新庄戸沢線、５７号戸沢大蔵
線、５８号新庄鮭川戸沢線がある。
真田町には、上田市を経由してアクセスするのが一般的
であるが、長野市から長野県道３５号長野真田線で峠を越
えて行くこともできる。上田市の上田駅（JR東日本北
陸新幹線、しなの鉄道、上田電鉄別所温泉）と路線バス
により結ばれている。北部を国道４０６号、南部を国道１４４
号が走る。他には、長野県道４道真田東部線、３４号長野
菅平線、１５８号傍陽菅平線、１７５号矢沢真田線、１７６号下
原大屋停車場線、１８２号菅平高原線である。
人口 ２０１６年 ４月１日現在の人口は４,９２５人（男２,３５９人、女
２,５６６人）
２０１６年４月１日現在の総人口は１０,４９３人（男５,１８１人、女
５,３２１人）
高齢化 ６５歳以上の人口は１,７４５人、高齢化率は３５％（男３０.１％、
女３９％）
６５歳以上の人口は３,２７８人、高齢化率は３１.２４％
世帯数 世帯数は１,６５４世帯で、うち高齢者一人暮らし世帯１３１世
帯、高齢夫婦世帯１３３世帯
高齢者世帯数は５６９世帯、うち独居高齢者数は２９６世帯
就業別人口 第一次産業７７２人（２７.５％）、第二次産業９０７人（３２.４％）、
第三次産業１,１２４人（４０.１％）
第一次産業８３２人（１５.７％）、第二次産業１,５４５人（２９.２％）、
第三次産業２,９２２人（５５.１％）
産業 稲作を中心とした農業、「最上川舟下り」とした観光業
である。
菅平の高原野菜産地のほか、役場周辺のわずかな平坦地
にて稲作もやっている。ラグビー・スキーなどのスポー
ツ・レジャーのメッカとして盛んで、あずまや温泉、真
田温泉、渋沢温泉の３カ所ある温泉とした観光業も知ら
れている。
総農家数 総農家数４１４戸、内訳専業農家５６戸、第１種兼業農家７５
戸、第２種兼業農家２０７戸
総農家数は１,０１０戸、内訳専業農家１１４戸、第１種兼業農
家６４戸、第２種兼業農家１４５戸
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月頃までであるが、最盛期で出荷時期は４月中旬～１１月
中旬まで行われるとのことである。
以上のように、これまで戸沢村と真田町の状況を述べ
てきたが、二町村の共通点と相違点は以下のような特徴
がみられる。
まず共通点についてみると、両町村とも中山間地域で
あり、総面積の中で森林の割合は８０％以上に達してお
り、農用地は１０％に過ぎない。交通の面では隣の村・町
と国道や県道などで結ばれているが、一日の公共交通機
関は極めて限定的である。したがって、地域住民の主な
移動手段は自家用車である。さらに、二つの調査地の主
な産業は農業と観光業であるが、冬期間は積雪量が多く
兼業労働に従事している者が多くみられる。
相違点についてみると、戸沢村は多世代世帯の割合が
高い傾向がみられるが、高齢化問題が深刻になってきて
いる。そして、二町村の産業は農業が中心であるもの
の、戸沢村は稲作を中心とした農業であるのに対して、
真田町は高原野菜の畑作を中心とした農業である（表
２）。
3．調査方法
本調査研究では、農村における高齢者介護の実態に接
近するために聞き取り調査による質的調査を実施した。
調査対象者に対して重要である質問項目を取り上げ、非
構造化した面接方法で質問を行い、回答者からはそれに
準じて自由に回答してもらうことにした。そして、それ
らの回答を整理し、その結果についての分析を行うこと
にした。
戸沢村の調査：
調査期間：２０１６年８月２７～２９日および２０１６年１１月１８～
２０日
調査協力者：戸沢村の課長およびケアマネージャーに
調査対象者や調査日時をセッティングしてもらうことに
した。その結果、２世帯の農家と特別養護老人ホームと
グループホームの職員、合計して３人へヒアリング調査
した。
調査内容：
第１日目（２７日）：２世帯の要介護高齢者世帯の主介
護者を対象に、家族の基本的な属性（家族構成や就業
状況等）および農業経営の概要、要介護者の生活状
況、介護実態、介護発生による農作業への影響、現
在の介護サービスの利用状況、サービス利用後の生活変
化などについて、調査対象者の自宅にて聞き取り調査を
実施した。
第２日目（２８日）：特別養護老人ホーム「まごころ荘」
とデイサービスセンター「こはな」の高齢者福祉施設に
おいて職員や介護士にヒアリングした。主な聞き取り内
容は、次のような項目である。提供するサービスの内容
および一年を通して農村の高齢者がよく利用するサービ
ス、介護を提供する場合の問題点や地域社会との関わり
による行事（施設の地域社会科）などである。
第３日目（２９日）：戸沢村役場健康福祉課のケアマ
ネージャーにもヒアリング調査を実施した。村の高齢者
保健福祉の全体の状況を説明して頂いた。
１１月１８日～２０日に関しては、８月で調査した事項や状
況についてさらに詳しくヒアリング調査を実施した。
真田町の調査：
調査期間：２０１６年９月１２～１５日
調査協力者：１世帯の農家
調査内容：
第１日目（１２日）：宅幼老所の「戸沢の家」と「荒井
の家」、「菅平グループホーム」、小規模多機能の「大畑
の家」を見学および観察した。
第２日目（１３日）：菅平の高原野菜農家の主介護者を
対象に自宅にて聞き取り調査を実施した。インタビュー
内容は戸沢村とほぼ同様の内容を質問した。
第３日目（１４日）：「特別養護老人ホームアザレアンさ
なだ」で参与観察をし、利用高齢者と介護職員の生活や
仕事の内容を見ることができた。
4．調査対象地域の高齢者保健福祉
（１）山形県最上郡戸沢村
戸沢村は古くから近隣の結びつきが強い土地柄であ
り、現在も近隣の人との付き合いが根強く残っている。
１９５５年に戸沢村・古口村・角川村が合併し戸沢村となっ
たが、今でも角川地区、古口地区、戸沢地区ごとの繋が
りが強く、村全体で３８地区の自治会がある。そして、１９８６
年には全地区に保健推進員が配置され、現在は５５人が活
動中である。その一方で、戸沢村で人口減少に伴う過疎
化、若年層の流出、６５歳以上の高齢者が集落住民の５０％
を超える限界集落化しているため、それに対応して住民
の組織力を生かし、地域資源を活用していくことで「地
域で支えあう仕組みづくり」が構築されている５）。
さらに、戸沢村は「国民健康保険発祥の地」として知
られている。現在、戸沢村となった角川村は３地区の中
では僻地で交通の便が最も悪く医師のない村であった。
そこで、村民の医療を充実させるために、１９３６（昭和
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１１）年に「角川村保健組合」を結成し、村立診療所が創
立された６）。近代の進みとともに、児童福祉、高齢者福
祉、障害者福祉といった様々な福祉サービスが提供され
るようになっている。そのなかで、高齢者福祉について
みると、２０００年４月から介護保険制度が施行されて以
降、高齢者向け在宅福祉サービスが豊富になってきて、
すなわち緊急通報システム、除雪サービス、高齢者福祉
交通事業、寝具クリーニングサービス事業、一人暮らし
老人等ふれあい弁当事業等のサービスが行われている。
加えて、在宅の介護保険サービスと介護保険指定され
た施設が次々に創立された。現在の戸沢村には介護保険
指定施設については、特別養護老人ホーム「まごころ
荘」が挙げられる。次に、認知症対応型共同生活介護
の「グループホームの燦燦とざわ」、通所介護の
「あっとほーむ太陽」とデイサービスの「こはな」と
いった三つの地域密着型の事業所がある。それぞれの施
設は村内の要介護高齢者のニーズに対応するだけではな
く、隣の地域からの利用者も少なくない。逆に、戸沢村
の要介護高齢者は家族の事情、または高齢者自らの好み
によって距離が離れている新庄市等までに行って利用し
ている高齢者も数多い。
しかし、日本全国の高齢者ケアニーズの増大、単独世
帯の増大、認知症を有する者の増加が想定されているた
め、介護保険サービス、医療保険サービスのみならず、
見守りなどの様々な生活支援や成年後見等の権利擁護、
住居の保障、低所得者への支援など様々な支援が切れ目
なく提供されることは必要となってきている７）。そこ
で、地域において包括的、継続的につないでいく仕組み
「地域包括ケアシステム」が求められるようになってき
ている。したがって、戸沢村でも日常生活圏域を村全体
で一つの圏域とし、２００７年４月に「戸沢村地域包括支援
センター」が設置された。
戸沢村の地域包括支援センターの事業として、第１に
「介護予防事業」、第２に「包括的支援事業」、第３に
「任意事業」がある。このセンターは、地域住民や民生
委員、居宅介護支援事業所、社会福祉協議会などと連携
しながら相談に応じ、地域の高齢者にとっての身近な相
談窓口となるように努力している。さらに、「戸沢村地
域包括支援センター運営協議会」が開催され、適正かつ
円滑に運営するために事業の評価を実施することにして
いる。地域の人たちとの「福祉」および「ネットワー
ク」の必要性について深めていくとともに、地域におけ
る福祉基盤を整備する必要があるため、村内企業や各団
体等と連携して行われている。しかし、地域や関係機関
と連携をとりながら機能の充実を図る努力をしてきたに
もかかわらず、地域包括支援センターの認知度はまだ十
分とは言えない状況である（戸沢村、２０１２）。
戸沢村役場のケアマネージャーの Mさんによれば、
戸沢村の要介護高齢者の要介護度が高い人は自宅で介護
を受ける割合が非常に少ない。それは、施設に入所して
いる高齢者が多いという傾向があるからである。すなわ
ち、介護する子世代は経済的に余裕がないので働かざる
を得ないという状況にあるからである。また一方では、
事業所が少なく、施設入所から在宅になっても使える
サービスが少ないという現状である。
しかも、特別養護老人ホームへの入所は２０１４年度（平
成２６）から要介護３以上に変更されたが、一人暮らし世
帯と夫婦世帯の数が比較的に多いので要介護１と要介護
２であっても役場からの特例入所として、特別養護老人
ホームに入所をしているケースも珍しくない。また、非
課税の世帯（国民年金しかもらってない世帯）も戸沢村
に多いため、特別養護老人ホームに入る前に老人保健施
設に入った場合でも減額の対象になっている。その結果
として、その部分は公費が利用されているので村の財政
を悪化させているという状態になっている。そして戸沢
村は２０１５年９月５５歳から６４歳の人に、自分の将来はどう
したいのか、何が不安なのかというサンプリングによる
アンケートを実施し、以下のような予想外の結果が出
た。すなわち Mさんによると、在宅で継続して生活を
したいというものではなく、一番多い選択肢は「自分の
介護が必要になったら施設に入りたい」という結果が
あった。それは、介護世代が就労に追われている。
こうした事実のなかで、国の「２１世紀における国民健
康づくり運動（健康日本２１）」の政策（注１）にのっ
とって、戸沢村も高齢者の健康づくりをするために、現
在いろいろな活動をやっている途中である。例えば、
「サプナ気功体操」、「楽々運動教室」などという健康づ
くり教室や戸沢村いきいきランドぽんぽ館におけるグラ
ウンドゴルフ場で、高齢者の運動・体操等が行われてい
る。特に、団塊の世代（第二次世界大戦直後の１９４７年～
１９４９年に生まれ）の一番人口の多い世代が７５歳を過ぎる
ときに高齢化がピークになるという見込みなので、「そ
の世代の方たちにいつまでも元気でいてもらうためにい
ろんなことをやっていこうと思っています」ということ
を、ケアマネージャーの Mさんが語ってくれた。
（２）長野県上田市真田町
長野県上田市は、現在の訪問介護事業の前身である
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“家庭養護婦派遣事業”が発足したところとして知られ
ている。
上田市（真田町は２００６年から上田市の一部となった）
では、１９５４年に当時の長野県社会厚生課原崎秀司氏が欧
米の福祉先進国を視察し、イギリスにおけるホームヘル
プ制度を調べ、長野県に取り入れた。そして１９５６（昭和
３１）年に日本で初めての訪問介護事業としての“家庭養
護婦派遣事業”が実施された（注２）。それに加えて、
１９６３年７月からは国の“老人福祉法”が制定され、同法
第１２条において“老人家庭奉仕”として明文化され、老
人家庭奉仕員制度が出来上がった。この制度は制定後何
度かの改正が行われながら、デイサービス、ショートス
テイサービスとともに、常に在宅福祉サービスの柱の一
つとして重要視されてきた（宮本、２０１１）。
１９９０年代まで真田町婦人会ではボランティア活動を通
じて当時社会福祉協議会が運営をしていた県単事業のミ
ニデイサービスの前身を作った。１９９０年以降、真田町庁
舎、文化会館、福祉センター、消防署など行政機関を中
心とした「ふれあい福祉健康ゾーン」構想を立て、その
中核施設として日帰り温泉施設「ふれあいさなだ館」と
特別養護老人ホームの整備を進めることにした。町の田
畑を近隣住民から購入し、特別養護老人ホームの敷地と
して真田町が確保し、医療法人恵仁会が新しく“社会福
祉法人恵仁福祉協会”を創設した。１９９１年９月、日本船
舶振興会（現日本財団）の補助金を申請し、翌年に補助
金の内示を受け、１９９２年５月に着工、１９９３年３月に特別
養護老人ホーム『アザレアンさなだ』は開設に至った
（宮島、２００４）。
『アザレアンさなだ』の開設以前から、真田町行政と
社会福祉法人が一体となった高齢者施策の推進は、その
後も社会福祉基礎構造改革や介護保険制度の施行などめ
まぐるしく、時代の変化にも柔軟に対応しながら「福祉
の進んだ町」の実現を目指してきた。その結果、全国の
高齢者施策の方向性を示す「高齢者介護研究会」の報告
書で真田町の進めてきた「地域分散サテライトケア」が
取り上げられてきた。そして、住み慣れた地域に暮らし
続けるために、特別養護老人ホームのもつ様々な機能を
生かしていくことと、地域にある人材や遊休資産を活用
して様々なサービスを展開することになった。それは、
介護保険制度の継続可能な福祉サービスの実現に結びつ
けていくための『アザレアンさなだ』の考えが非常に重
要であったからである８）。
現在、特別養護老人ホーム１カ所（アザレアンさな
だ）をはじめとして、グループホーム４カ所（萩・曲
尾、下原、真田、菅平）、小規模多機能４カ所（大畑の
家、新田の家、南天神の家、国分の家）、通所介護２カ
所（戸沢の家、荒井の家）、認知症対応型通所介護１カ
所（萩の家）、居宅介護支援センター１カ所（えん）、
サービス付き高齢者向け住宅１カ所（１０月２０１６年オープ
ン）、地域密着型介護老人福祉施設２カ所（大畑サテラ
イト、横尾サテライト）、訪問看護ステーション１カ所
（さなだ）、といった１７の施設や事業所が整備され、介護
保険サービスとが展開されている。
ところで、高齢化がますます進むうえ、一人暮らし高
齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者はさらに増加す
ることが予測されている。そのような中で、高齢者が住
み慣れた地域で元気で生きがいを持って暮らし続けられ
るよう、戸沢村と同様、真田町でも住民が相互に支え合
い、支援が必要な高齢者を地域で支えられるよう「地域
包括ケアシステム」構築を進めている（上田市健康福祉
部高齢者介護課、２０１５）。
訪問看護ステーション「さなだ」のケアマネージャー
の Uさんによれば、真田町では在宅介護サービスが十
分に整備され提供されているだけあって、入所というよ
り在宅で家族全員が頑張ってやっているという傾向がみ
られる。特に、普段から畑仕事や旅館の仕事等を通して
健康を維持している高齢者が多い菅平地域では、サービ
ス利用者が少ないために一時休業になっている施設もあ
る。つまり、Uさんの話によれば、この点は真田町の特
徴であると言える。
5．事例調査の結果
以下にシンプルなジェノグラムで３世代以上の家族の
人間関係を図式化している。これによって家族のなかで
繰り返されている行動パータンの見取り図ができ、誕
生、結婚など、人生のなかで起こった決定的な出来事に
ついても理解できる。図形により性別に関しては、男性
は「四角」、女性は「丸」で表現する。本人（インタ
ビュー協力者）のみ「二重のマーク」を使用し、男性の
場合は「二重四角」、女性の場合は「二重丸」で表現す
る。結婚は図形同士を「太線」で表現する。子供がいる
場合は、結婚線より下に縦線がくるように描く。実線の
斜め線は「別居」で使用する。
（１）山形県最上郡戸沢村
事例１：４世代世帯で要介護高齢者（義母）の介護をお
嫁さんが担う
現在は、４世代７人世帯の家族である。主介護者であ
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要介護者 ：89 歳（母親）要介護 4
世帯主 ：69 歳（夫）
主介護者 ：67 歳（妻）
娘 ：47 歳・勤務（村の役場）
娘の旦那 ：49 歳・勤務（新庄）
孫
（小学校 6年生と 1年生）
（T）
：男の子と女の子
る Tさんが、結婚した時に要介護者の姑は脳梗塞で寝
たきりの状態になったので、要介護者と一緒に介護をし
ていたという。現在、１０年前から認知症になっている姑
を介護しながら、農作業や家事なども担っている。世帯
主（Tさんの旦那さん）は農業経営の責任者である。世
帯主には現在、新庄に居住している妹と、神奈川県相模
原に居住している妹がいる。神奈川県の妹は年に一回
（お盆）家族で必ず帰って来るが、新庄の妹は農業が忙
しいのであまり帰ってこないという。同居している娘さ
んは戸沢村の役場の健康福祉課に勤務され、娘の旦那さ
んは新庄に勤務している。娘夫妻は週末休みだけど、家
事や農作業などをやる暇がないという。二人の孫さんは
近くの小学校に通っているが、週に２回新庄の柔道クラ
スに参加している。火曜日は男の子、土曜日は女の子と
いう順番で、送り迎えは大変だと主介護さんが語ってく
れた。当農家は本家であり、分家の人には介護などで援
助は頼まないという。
１）農業に関して
経営：当農家は第一種兼業農家である。田んぼは４ha
あり、そのうちハウス栽培として野菜の面積は３分の
２、３分の１は水稲をやっている。農繁期は４月～１１月
まで、農閑期はその残りである。農繁期は忙しいが、農
閑期を通しては何もしてないという。農作業の責任者は
旦那さんであるが、Tさんはできる限り手伝いをしてい
る。
作物：この家の米の品種はつや姫、はえぬきが主であ
る。また、ナス、きゅうり、白菜、大根、里芋、ねぎな
どの様々な種類の野菜を作っており、季節ごとにその作
物を順番に収穫している。収穫したものを家族で食べる
だけではなく、出荷もしている。
２）介護に関して
要介護者の状態：要介護者（姑）は１０年ぐらい前から
認知症が始まり、現在要介護度４と認定されている。認
知症はあまり進まなかったが、この２・３年は徘徊して
転んで頻繁に病院に行き、外出をせず、ほとんどの時間
は家で過ごしている。要介護者は直前のことをすぐ忘れ
るという状態になっている。お風呂やトイレなどは一人
でできないため、風呂やオムツ交換は全部主介護者が介
助している。おしっこも出る感覚がないということであ
る。ただ、時間を見て「あ、そろそろか。トイレさ行く
べ」と主介護者が声をかけたら、「今行ってきたばかり」
と返答するので時には困ってしまう。しかし、家族のこ
とはまだ分かり、歩くことや食事をすることなど自立で
きているから「施設に入所しなくても大丈夫」という。
夜間の緊急対応は滅多にない、と介護者の Tさんが
語っている。
サービス利用：要介護者は認知症が始まった時から
ずっとデイサービスを利用している。水・土・日の週に
３回利用している。土・日に利用させたくないが、小学
校低学年の２人の孫の学校が休みなのでそちらの世話を
しなければならず、要介護者はデイサービスを利用せざ
るを得ないという事情がある。すなわち、自分の娘家族
にとってはゆっくり休むために、レスパトケアの機能も
果たしている。そして、農繁期や主介護者が出かける時
にショートステイを利用するようになっている。ベッド
と手すりの福祉機器のレンタルサービスも利用している。
サービス利用の負担：デイサービスの１日の利用料は
１,５００円弱で、一ヶ月１５回くらい利用しているので月に
２２,５００円程度かかっている。レンタル料は合計で２,３００円
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（Y）
要介護者 ：86 歳（母親）要支援 2
世帯主 ：65 歳（夫）
主介護者 ：59 歳（妻）
息子 ：42 歳（農協の勤務）
息子の妻 ：42 歳（会社員）
孫 ：３人、女の子（15 歳）、
女の子（14 歳）、男の子（10 歳）
である。訪問介護は利用していない。したがって、サー
ビスの利用料としては月に２５,０００円程度と負担はあまり
大きくないので、要介護者の国民年金から拠出してい
る。しかし、ショートステイを頻繁に利用すると、その
年金では足りない時もある。その場合には主介護者の夫
が負担している。
介護サービスへの要望：現在、介護サービスに不満が
ないという。要介護者がデイサービスを利用してから、
朝から夕方帰ってくるまで、一日面倒をみる必要がない
ので介護者としては要介護者から解放されているという
ことである。ここでもレスパイトケアの機能を果たして
いる。ただ、役場の紙おむつの支給のサービスを申請し
たが、所得制限の対象外ということで支給されておら
ず、主介護者の年金で買わざるを得ない。紙おむつは高
いので、おむつだけを支給してもらえばそれで現在のと
ころは十分とのことである。
親戚と隣人の支援：現在介護で親族と近所には頼って
いないものの、ある時は近所に頼らないとは言えない、
と Tさんが語っている。例えば、要介護者が外で歩い
たり、徘徊したりする時、近所の人が目をかけてもらう
ということである。「やっぱり顔なじみで、おばあちゃ
んは認知症ということをみんな知っているから」とても
助かっている、と言ってくれた。
サービス利用後：要介護者が認知症になる前に、旅行
とか出歩くのが好きで近所のお茶飲みの友達が行ったり
来たりしていたが、認知症になってからずっと家にお
り、友達との交流もお出かけもしていない。しかし、デ
イサービスを利用してから要介護者は喜んで楽しみにし
て通っている。「行かない」とは絶対に言わない。週に
３回施設に行くと、他人とのコミュニケーションもよく
取れるし、健康にもなるとのことである。
今後の予定：今後の特別養護老人ホームへの入所につ
いては、主介護者の Tさんは入所させたいと思ってい
るが、実際には入れないという事情がある。「自分のこ
とが分からなくなったり、家族も分からなくなったりし
たら、あのホームに入れてもいいんだけど、やっぱり家
族の人がまだ分かるから可哀想です」と Tさんが語っ
てくれた。それに、Tさんによると「うちのおばあちゃ
んも２０数年もお舅さんを介護した」、または「おばあ
ちゃんは嫌がっている」ということがある。そこで、お
ばあさんの世話は主介護者が頑張っていくであろうと考
えられる。
事例２：４世代世帯で要支援者（義母）の介護をお嫁さ
んが担う
４世代８人の同居家族である。世帯主の旦那さんと主
介護者の奥さんは農業と、冬には除雪機械の操作（旦那
さんのみ）をしているが、息子夫婦は二人とも新庄で勤
務している。３人の孫さんの中で、一番上の孫はもう中
学生になっているという。要介護者の介護は家族に頼ま
ないという。
１）農業に関して
経営：耕地面積としては田んぼが４haある第二種兼
農家である。作物は米（約２,８ha）、ミニトマト、きゅ
うり、ねぎなどが主である。そのうち、ミニトマトだけ
を出荷している。農繁期は、４月から１１月ぐらいまで
で、残りは農閑期となる。４月から米の種蒔きの準備を
したり、ミニトマトにハウスナイロンをかけたりするた
め、忙しくなると主介護者の Yさんが語ってくれた。
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ミニトマトの収穫は暑くならないうちに午前中は５時
から９時まで、夕方は４時から７時までに収穫しないと
いけないということである。出荷時期は５月の始めから
９月ぐらいまで、田植えは６月まで、収穫は９月末であ
り、作業が重なってしまうので多忙である。農閑期は１１
月から３月までであるが、戸沢村は豪雪地帯であるの
で、冬期間は旦那さんが除雪作業のために暇な時間があ
まりないという。またその時期は、主介護者（妻）は出
かけることもなく、家事と要介護者の介護に専念してい
る。
２）介護に関して
要介護者の状態：要介護者は要支援２と認定されてい
るが、徒歩も可能で、比較的元気である。しかし、去年
は大病をして手術を受けた。熱中症などで倒れたことは
ないものの、冬に一人で歩くときに滑って転んだことが
あるので、妻はかなり気を使っている、と世帯主が語っ
ている。要介護者が手術する前に、１５０mぐらいの距離
にある隣近所によく出かけて行っていたが、現在はあま
り外に出ないようにしている。今年は「認知症に認定さ
れるかどうかわからない」が、「おばあちゃん、朝何を
食べた？」と聞いたら、「うーん」と返答してきたとい
う。また、直前のことをすぐ忘れてしまうし、同じこと
を何回も繰り返すことが多い。しかし、家族のことが分
かり、自分の普段の生活以上にしっかりしていることを
見せようとしている、と世帯主が語ってくれた。食事や
風呂などは一人で自立している。
介護の内容：要介護者は今年の１月に手術して退院し
た後、「畑仕事をやっぱりさせない方がいい」と先生が
指示している。そのため、なるべく家事も農作業もさせ
ない、また洗濯もしてあげるようにしているという。し
かも、主介護者の Yさんは要介護者の食事と薬の管理
に気を使っている。「うちの女房は、おばあちゃんは何
を食べて良いのか、何を食べて悪いのか、また薬のこと
などを管理しています」と世帯主が語ってくれた。
妻は介護と家事および農作業の手伝いは全て一人で負
担しているので大変であるという。息子夫婦が同居して
いるものの、お嫁さんが保育園の仕事と自分の子（孫）
を育児しているので農業や要介護者の介護に関与してい
ないという状況である。お嫁さんは保育園の調理師なの
で、休日の時には食事などの家事を手伝ってもらってい
ると介護者の Yさんが語ってくれた。
介護サービスの経済的負担としては、要介護者の年金
で足りているが、２ヶ月から３ヶ月の間に一回ぐらい
パーマ屋さんに連れて行って、髪の毛を切ってもらった
り、服を買ってあげたりしているという。
サービス利用：介護保険については、要介護者（母
親）が 要支援２と認定されたため、デイサービスの他
にはあまり関心がない。そのため、現在利用している
サービスはデイサービスのみである。今年の２月に申請
を行い、認定調査を行って結果が出るまで一ヶ月ぐらい
かかった。そこで、４月の初めから週２回（第１と第３
は水・土、第２と第４は水・金）利用するようになって
いる。日数によって月の利用回数が多少変動する。特に
自宅でお風呂に入れるのが困難なので、入浴サービスを
伴うデイサービスを利用している。
サービスの利用料は昼食付きで月１万円ほどである。
介護保険に加入しているので安いと世帯主が語ってくれ
た。サービスの利用は現時点では何の問題もない状態で
ある。
サービス利用後：サービスの利用をめぐっては、要介
護者のお茶飲みの友達も同じような状態になったので、
現在２人の友人と一緒に利用している。世帯主によると
要介護者がデイサービスに行く時に服などを気にして、
楽しみにしている。「それは、利用している施設の職員
さんが母のために努力しているんじゃないかな」と世帯
主が語っている。施設では、午前中に血圧を測ったり入
浴させたりし、午後は雑談したり、歌ったりしているか
らである。要介護者は他人とのコミュニケーションがよ
く取れ、健康の状態もよくなっているという。さらに、
要介護者がサービスを利用する日は、介護者が田んぼの
仕事に専念できるということである。
（２）長野県上田市真田町菅平
事例３：高原野菜の２世代世帯で要介護者（義父）の介
護をお嫁さんが担う
現在２世代３人同居家族である。息子さんが埼玉県の
大学に通っており、現在夏休みで帰ってきているとい
う。娘さんは群馬県の大学で勉強し、学校は近いから頻
繁に帰ってくる。
１）家計に関して
農業経営：当農家は第１種兼業農家である。世帯主の
Tさんは高校を卒業後専業農家である実家の農業を継
ぎ、現在お父さん（要介護者）、奥さん（主介護者）、
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（T）
要介護者 ：78歳（父親）要介護1
世帯主 ：51歳（夫）
主介護者 ：49歳（妻）
息子 ：22歳（大学生）
娘 ：20歳（大学生）
雇っている従業員とともに農業に取り組んでいる。作物
はレタスとハクサイだけである。レタス約５ha、ハク
サイ約１haを栽培している。レタスは菅平高原など高
原地帯を中心に冷涼な気候を生かして栽培し、JA菅平
農事組合の中では出荷の作物として最も生産量が多い野
菜である。
レタスの収穫は手作業で、収穫期間は５月下旬～１０月
中旬まで続く。畑仕事については早朝から夕方まで従事
している。忙しい時期は夕方に種蒔きをしたり、連続し
て収穫しながら次の作業をどんどんやっていかないとい
けないという。レタスは一ヶ月半ぐらいでもう出荷でき
るようになるので、３月末から種蒔きを始めて、５月・
６月から収穫できる。その時からどんどん忙しくなって
くるということである。「８月の２０日ぐらいになると最
後の種蒔きが終わる。現在（９月上旬）はもうそれを過
ぎているから収穫だけになってきてるので、割とちょっ
とずつ仕事が減ってきているんです」と主介護者が語っ
ている。
兼業：冬になると、寒さに強いハクサイやブロッコ
リーなどを作っているが、雪が降ると何もできなくなる
ということである。冬は１２月～３月まではスキー場がす
ぐそばにあるので、世帯主と主介護者が一時的な季節労
働者として勤めている。世帯主（夫）はスキー場で人工
的に雪の整理という仕事をやっている。また、昼間はパ
トロールとして、怪我人や道に迷っている人などを救助
している。主介護者（妻）はリフト券を売る仕事をやっ
ている。
２）介護に関して
要介護者の状態：要介護者は２０１４（平成２６）年に動脈
の大きな手術をしたので１０月末から契約してサービスを
利用するようになった。その後もう一回手術することに
なっているが、介護保険のサービスは入院中には利用で
きないため、サービス利用を一度中止して再度利用する
ようにしている。要介護者は要介護１と認定されている
ものの、手術してから身体、特に足が弱くなり転んだこ
とが何回もあるので、その後はほとんどベッドで過ごし
ている。
しかし、要介護者は外出や入浴以外の ADL（日常生
活動作）がだいたい自立している状態であり、この点で
は介護者にとってそれほど介護が負担になっていないよ
うである。排泄のことに関しては、リハビリのパンツを
使っており、トイレもすぐそばにあるので自分でできる
ようになっている。要介護者はできる限り、自分のプラ
イドを守ってやっているようであるため、リハビリのパ
ンツの取り替えも自分でするという。食事については、
「家族となんでも同じものを食べられるんで、いつも家
族でここのダイニングに来て食べます」と介護者の T
さんが語っている。
介護の内容：主介護者の日課についてみると、朝早い
時は４時半に起きて朝ご飯を作り、食べてから畑仕事を
する。昼に自宅に戻って家族３人で昼食をとり、また畑
へ行く。畑仕事が４・５時頃に終わって、自宅へ帰って
来たら夕飯を作り、家族みんなで食べるという流れであ
る。
洗濯や食事などの家事は全て主介護者がやっている。
ただ用事がある時はご飯を作っておき、世帯主に頼んで
要介護者と一緒に食べる。冬にはスキー場で働き、昼に
帰れない時もあるのでおにぎりなどを作っておき、要介
護者が自分で食べるようにしている。現在のところは体
調が良いので、２ヶ月に１回病院に通院している。その
時は世帯主（夫）と主介護者（妻）代わる代わるに連れ
て行くということである。現在の家族介護で困ったこと
はないが、これからは先々年を取っていき、もっと動け
なくなり、食べ物が柔らかい物しか食べないという状態
になる時の心配がある、と主介護者が語ってくれた。
日本の介護保険制度下における農村の高齢者介護 83
サービス利用：要介護者は現在、真田クリニックのデ
イケアのリハビリとデイサービスのリハビリを週に１回
利用している。リハビリに行く日は、迎えに来てもら
い、自宅ではお風呂に入れるのが大変なので入浴サービ
スを利用している。それに、介護サービスで借りている
歩行器を利用している。要介護者はずっと家で過ごして
おり、あまり動けずに退屈してしまうのでリハビリに行
くのを楽しみにしているということである。「私が作っ
たものではないご飯を食べてみたり、いろいろな人と出
会って話をしており、結果として交流もコミュニケー
ションも取れる」と主介護者が楽しそうに語ってくれた。
サービス利用の負担と要望：リハビリサービスにかか
る費用は食事代６５０円を合わせて月に合計１万円程度で
ある。去年から介護保険法の変更にもとづいて、当家は
２割ほど負担が多くなっているものの、「思っているよ
りもお金がかからずに、本当にありがたい」と主介護者
が語ってくれた。サービス提供する側に対しては特に要
望がないということである。ケアマネージャーがおり、
要介護者の話も聞いてくれているので「お互いに無理が
ないようにし、相談してもらいながらやってもらってい
る」として助かっており大変満足している。
表３は、戸沢村と真田町で聞き取り調査を行った農家
を取り上げ、家族介護と農業の主要な担い手、農業内
容、介護が農業に及ぼす影響、さらにサービス利用状況
について簡単にまとめているものである。
6．考察
（１）農村の家族介護とジェンダーバイアス
現代日本の農村地域では若い人は都市地域に雇用者と
して農外に流出しているため、直系家族から核家族化へ
の傾向が進み、お年寄りのみが村に残されてしまうと
いったことが指摘されている。しかし、東北の山形県最
上郡戸沢村のような農村では依然として伝統的な３世
代、４世代家族が中心であり、老親と子供との同居率が
多いという実態がある。農村では農業収入だけで生計を
立てるのは難しいので、子供夫婦世代がほとんど隣の市
や町で勤務しているということであり、老親や夫（妻）
が要介護になった場合、介護が２世代の嫁または夫婦一
方に集中する傾向がある。
したがって、家族内部でのジェンダーバイアスの存在
がみられる。すなわち、農家においては「介護は女性が
担うべき」という規範が強くみられるという（奥山、
２００５）。多くの農家では、もちろん妻が寝たきりにな
り、夫が介護するケースもあるであろうが、おおよそ妻
や嫁（義理の娘）が介護を担うことが多いとみられる。
ケース１のように、主介護者は介護も家事も畑仕事も孫
の世話も全て一人で担っており、負担が重く感じられて
いる。そのため、高齢者福祉施設に看取られてもらいた
いとのことであるが、要介護者本人が嫌がっているの
と、要介護者（義母）は長い間姑を介護をしていたの
で、介護者も頑張りたいということなので、要介護者は
入所しないで家族で介護している状況がみられる。
それにもかかわらず、そのような介護の担い手の女性
たちが義理の親の世話をすることを嫌がっているのでは
ないということが分かる。以上述べたように他出した者
は基本的に本家とは縁が切れるとの認識が見られるた
め、「いえ」の後継者の妻、いわゆる「嫁」が義理の親
の世話をするのは当然であると考えられている。このよ
うな認識は主介護者である「嫁」への過剰な役割期待と
して反映されていると指摘されている（奥山、２００５）。
さらに、澁谷美紀の研究によると「介護」、「入院の世
話」などの福祉サポート資源に主に血縁（他出子・その
家族を示す）が想定されているという論点がある。しか
しこうした点は、戸沢村にも真田町にも当てはまってい
ない。つまり、他出した子ども（親戚など）による介護
支援が希薄になっている。逆に、農村の人間関係がまだ
濃密なので顔見知りの隣人と（地縁を示す間柄）がサ
ポートを期待できる相手として考えられている。特に認
知症や身体が弱っている高齢者が外で歩く時に緊急なこ
とがあれば知らせたり、手伝ったりしてくれることが
ケース１によって明らかになっている。
（２）介護サービス利用における季節性および地域性
日本の農村、特に豪雪地帯の農村では冬季間とそれ以
外、もしくは農繁期と農閑期では介護をする状況が異な
るためサービス利用も変わるという実態がみられる。例
えば、冬期間は戸沢村も真田町も中山間地域なので高齢
者が外出するのが非常に困難な時期である。そして、道
路が雪や凍結のために時には車が使えなくなり、送迎
サービスが不可能になることもある。つまり、農村では
介護ニーズがあってもサービス利用ができない時もあ
る。
したがって、冬期間は農作業をやっていない介護者は
介護に専念できるのでサービス利用を一時中断するとい
うケースがあるとみられる。しかし、そのような場合で
もサービスの契約を調整しなければならなかったり、要
介護者の健康状態を常にチェックすることができないと
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いうこと等もある。その結果、ショートステイの利用率
が上がり、デイサービスの利用が減ったりする傾向がみ
られる。戸沢村においては、冬期間には降雪量が多いの
で、６５歳以上の高齢者または高齢者のみの世帯および精
神・知的な障害を持つ人等は除雪サービスを利用するよ
うになっている。
さらに、このような問題については農村・農家の農繁
期・農閑期との関連もみられる。戸沢村でも真田町でも
稲作の田植え、稲刈り、野菜の種蒔き、出荷などの農繁
期が４月～１１月までで、時には介護者も人手としてかり
出されることが多い。その間、要介護者に手が回らなく
なり、在宅で介護するのが困難となるために、ショート
ステイのサービス利用が高まるという傾向がみられる。
一般的に多くみられる傾向は、その間の一番忙しい時期
だけに一週間ぐらい利用するということである。しか
し、真田町の場合は農閑期があるものの世帯主夫婦はス
キー場で臨時の労働者として兼業をやっている事例が多
いため、要介護者はふだんと変わらぬサービスを利用し
ている傾向がみられる。
また、季節性と関係なく、冠婚葬祭の時なども２日、
３日のショートステイを利用するようになることが少な
くないということである。
（３）介護発生による農業経営への影響
戸沢村における農業の特徴をみれば、農業をやりなが
ら農外就業をやっている兼業農家が多いという点が指摘
できる。特に多世代世帯においては、世帯主夫婦が農業
を担い、子供夫婦が農外に勤務しているのが一般的であ
る。４世代の１・２（戸沢村）ケースでは農業の責任者
（夫）が介護に当たらないため、老親の介護が発生して
も農業生産に直接影響を及ぼすようにはみられない。た
だ、農繁期になると主介護者も農作業をするため、特に
要介護者の要介護度が高いケースの場合にはショートス
テイ利用のニーズがみられる。
また、要介護高齢者の配偶者が介護し農業を担い、子
供世代が同居している３世代家族が存在していると思わ
れる。そういう場合では世帯主世代（子供世代）が経済
の面を優先して夫婦共外で働いているため、農業と介護
を配偶者である高齢世代に任せざるを得ない。したがっ
て、年を取っている高齢者に依存しているため、農作業
には十分に力が発揮できないということである。
これまでのことを要約すると、介護の発生による農業
生産への影響は３世代以上の家族構成で、かつ男性が農
業の主な働き手である場合には、彼らが主介護者になら
ないという状況がみられる。しかし、家族構成や作物お
よび経営規模によって農業の基幹的な働き手が要介護に
なった場合には規模の縮小や委託をするようになるケー
スも少なくないであろうと考えられる。
表３ 戸沢村と真田町における介護者家族の特徴
ケース１（戸沢村） ケース２（戸沢村） ケース３（真田町）
世帯形態
（同居人数）
４世代
７人（義母、夫、妻、娘夫婦、孫
２人）
４世代
８人（義母、夫、妻、息子夫婦、
孫３人）
２世代
３人（義父、夫、妻）
要介護者
（年齢・要介護
度・性）
８９歳
要介護４（強認知症）
女性
８６歳
要支援度（弱認知症）
女性
７８歳
要介護度（認知症なし）
男性
主介護者（世代
・年齢）
妻（長男の妻）
６７歳
妻（長男の妻）
５７歳
妻（長男の妻）
４９歳
農業担い手（世
代・年齢）
世帯主・夫
６９歳
世帯主・夫
６５歳
世帯主・夫
５１歳
農地面積と主作
物・農繁期と農
閑期
４ha
稲作・野菜（ナス、きゅうり、白
菜、大根、里芋、ネギなど）
農繁期：４月～１１月
農閑期：１２月～３月
４ha
稲作・野菜（ミニトマト、きゅう
り、ネギ、里芋、大根、白菜など）
農繁期：４月～１１月
農閑期：１２月～３月
６ha
レタス（５ha）
白菜（１ha）
農繁期：４月～１１月
農閑期：１２月～３月
農業への影響 あり 農繁期少々（要支援２） なし
サービス利用 デイサービス（週に３回水・土・
日）
ベッドと手すりのレンタル
デイサービス（週に２回第１と第
３は水・土、第２と第４は水・
金）
デイケアのリハビリ
デイサービス（週一回）
歩行器のレンタル
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居宅療養管理
短期入所（療養）
短期入所（生活）
通所リハビリ
訪問リハビリ
訪問看護
訪問入浴
福祉用具貸与
訪問介護
通所介護
100％
80％
60％
40％
20％
0％
H22H21H20H19H18H17
（介護保険事業状況報告　各年報）
〔居宅サービス種類別利用者割合〕
（４）ホームヘルプサービス・ニーズおよびレスパイト
サービス・ニーズ
ホームヘルプサービスを利用している者は買い物や料
理などが難しい独居高齢者または夫婦高齢者である。し
かし、戸沢村においては要介護度が高い高齢者と独居高
齢者がほとんど入所するため、訪問介護（ホームヘルプ
サービス）といった在宅訪問サービスに対するニーズが
低く、逆にショートステイサービスやデイサービスと
いった通所型の施設利用サービスのニーズが高い傾向が
みられる。つまり、一時的に介護から解放される主介護
者の休息サービスであるレスパイトサービスのニーズが
高いということがわかる。実際には、戸沢村でも真田町
でも通所介護のサービスの利用ニーズが高いという傾向
が明らかになっている（図２・３）。
（５）サービス利用による高齢者と主介護者の生活の変
化
聞き取り調査の結果からみると、戸沢村でも真田町で
も要高齢者が介護サービスの利用を楽しみにしていると
のことが指摘される。要介護者は特に認知症の者がほと
んど毎日家で過ごしており、退屈してしまうし、引きこ
もりになってしまい、週２・３回ほど施設に行き、友達
または他の利用者と交流したりしている傾向がみられ
る。したがって、サービスを利用しながらの社会関係を
維持することができると考えられる。さらには、サービ
スを利用してから健康状態が良くなる要介護者がいると
いうケースもみられる。
また、農繁期に要介護者がショートステイを利用する
場合は、主介護者の負担が減少し、農作業に専念できる
ということが示唆される。
おわりに
日本では今後、さらに少子高齢化が進行することに
よって、要介護者の人数が増加し、介護者の人数が減少
することが予測されている。したがって平均寿命の伸び
による介護の長期化、そして重度化が介護者の心身の疲
労やストレスとなり家族介護の限界を超えて深刻な問題
となっている。こうした問題に対応するため、「介護の
社会化」という概念が重要である。家族で見きれなく
なった要介護者を社会全体で協力していく体制が必要と
なる。介護保険制度はこうした状況の中、公的サービス
を利用することによって、より質の高い介護につなげる
ための制度である。
日本の介護保険制度は３年毎に改正され、制度の運営
で発生する問題点を踏まえながら、今後の利用者の増加
傾向も見込んで見直しを行っている。その際に、特に一
部の農村地域の高齢者にとってはより使いやすい制度と
なってきている。例えば、２０１５年の介護保険制度改正の
なかで一定以上所得がある人の負担を増やすというポイ
ントがある。それにそって、年金が年間１６０万円以上の
人は２割へとアップするが、１６０万円未満であれば１割
負担のままとなる。そのために、低所得の農家でも低負
図２ 戸沢村の居宅サービス種類別利用割合
出典：戸沢村高齢者保健福祉計画 第５期介護保険事業計画（平成２４年３月）
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〔在宅サービス種類別利用割合〕
通所介護
28.08％
通所リハビリ（デイケア）
15.07％
訪問介護9.59％
短期入所
12.33％
訪問リハビリ
5.48％
訪問看護
4.11％
訪問診療
（医師の訪問）
2.47％
その他
22.60％
担額で良いサービスを利用することができる。
しかし、日本ではこれから高齢者人口が増えるのとは
反対に、国全体の人口は減っていく。つまり介護保険に
使われる予算はどんどん増えるのに集められる保険料は
少なくなっていく。そのような状況になると医療や介護
にかかる費用が増加し、このままでは社会保障という制
度そのものの存続が危ぶまれる恐れがある。
さらに、介護保険制度は全国的に実施されているが、
都市部と違って農村には特有の問題がある。まず、家族
の中に要介護高齢者が発生する時、農業の働き手、つま
り農業生産に影響が出ることは今回の調査でも明らかで
あった。世帯構成が農業と介護を両立できるかどうかに
関わってくる。調査から示唆されることで、農村地域、
特に山間農村地域では介護施設の不足で全ての要介護者
のニーズに応じ切れないという問題も生じている。さら
に、日本の農村地域だけではなく、全国で看護師や介護
福祉士などといった介護・福祉施設の職員不足という実
態がみられる。
本調査研究で、お年寄りのみの世帯が多い農村地域は
もちろん、多世代世帯率が高い戸沢村でも同居している
子供夫婦世代は要介護になるおじいさん、おばあさんの
介護や農業などにあまり関与しないという実態が明らか
になっている。そこで、今後の日本の農村地域における
要介護高齢者と介護者の生活の質をどうやって高めるの
かといった課題が残る。
まず、高齢者が自ら要介護状態となることを予防する
ため加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康
の保持増進に努めるとともに、運動・体操や社会参加が
必要である。さらに、日本では農村だけでなく、一般に
全国に、要介護・要支援認定者の２人に１人は認知症で
あると言われており、今後さらに高齢化が進むに連れ、
その数はますます増加していくと予測されている。その
ため、家族と地域は認知症について正しく理解し、認知
症を有する高齢者を温かく見守り応援するべきであろ
う。そして、要介護になる前から、高齢者と中年期家族
との日常生活での世代間交流を深めていく必要がある。
そうすることによって、両世代にとって無理のない生活
を今後も続けていくことができるであろうと考えられ
る。
注
注１ http : / /www.kenkounippon２１.gr. jp /kenkounippon２１/
about/intro/index_menu１.html
２１世紀の日本を、すべての国民が健やかで心豊かに生活で
きる活力ある社会とするため、壮年期死亡の減少、健康寿
命の延伸及び生活の質の向上を実現することを目的とする
「２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）」は、
２０００年３月から施行された。
注２ 「わが国の訪問介護事業生成過程に関する一考察―長
野県と大阪市に制度成立過程をとおして―」、宮本教代、
２０１１
この事業は、上田市の家庭養護婦派遣ボランティア事業を
モデルに創設した。出発点となる活動は上田市に滞在して
いる「未亡人」の Kさんの活動であったと言われてい
る。Kさんは１９５２年頃から３年ほど、近隣の妊産婦や多子
家庭の母親の家庭を手伝ったり、孤独な老人の話し相手に
なったり、身体障害者の世話をしたりして、奉仕活動をし
ていた。その献身的な活動が地域住民に注目されるように
なったので、上田市社会福祉協議会が中心になり、上田市
に組織化を働きかけた結果、１９５５（昭和３０）年に“活動促
進費”として予算が計上されるに至った。
図３ 真田町の在宅サービス種類別割合
出典：上田市高齢者保健福祉計画 第５期介護保険事業計画（平成２５年１２月）より作成
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１）http : //www.vill.tozawa.yamagata.jp/?page_id＝１１５
２）戸沢村、２０１６、『戸沢村の概要』
３）http : //inaka－taiken.jp/publics/index／７／
４）http : //www.vill.tozawa.yamagata.jp/?page_id＝７８
５）戸沢村、２０１２「第５期介護保険事業計画―平成２４年度～
平成２６年度」、『高齢者保健福祉計画』、５９ページ
６）http : //www.vill.tozawa.yamagata.jp/?page_id＝７８
７）厚生労働省老健局、２０１０、『地域包括ケアの推進』、１５
ページ
８）宮島渡（編集）、２００４、『地域でねばる』、全国コミュニ
ティライフサポートセンター、１２、１３ページ
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